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論⽂の概要 

地域経済活性化のメカニズムを解明するため、市区町村別の付加価値額を事業従事者
数等から重回帰分析により推計し、⼈⼝と付加価値額への影響をパス解析により分析
した。結果として、労働・医療・福祉・教育といった社会環境の充実が、⼈⼝増加と
経済活性化を引き起こし地⽅創⽣につながると指摘している。 

 
論⽂審査会コメント 

必要な⽋測値補完を⾏った上で、地⽅創⽣の構造を経済⽣産と⼈⼝増減の観点から実
証した論⽂で構成も含め⾼く評価された。⽋測値を含むデータの分析やパス解析など
の実証技術を投⼊すれば、極めて⾼度な実証論⽂となることが期待される。 
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序章・はじめに 
 
 『⼈⼝動態調査』と『住⺠基本台帳⼈⼝移動報告』によると、2017 年に⼈⼝減少を記録した市区町村の割
合は全国で 82.4%、⾃然減少は 89.8%、社会減少は 72.4%となっており、⽇本における⼈⼝減少の深刻さが
わかる。加えて、2013 年から 2017 年にかけて 5 年連続で⼈⼝減少となっている市区町村の割合は全国で
71.5%、⾃然減少は 81.0%、社会減少は 51.2%であり、多くの⾃治体が慢性的な⼈⼝減少に直⾯している。 
 この深刻かつ慢性的な⼈⼝減少問題の解決を期待されている政策が「地⽅創⽣」であるが、この「地⽅創
⽣」を実現するためには、「地⽅創⽣」が実現するロジックを根本から理解する必要がある。本稿では、地域
における経済の活性化に関するメカニズムを解明することによって、「地⽅創⽣」実現のロジックを導き出す。 
 
 
第 1 章・地⽅創⽣に関する研究 
 
 2014 年から安倍晋三政権が進めてきた「地⽅創⽣」政策であるが、その⽬標について⽯破茂地⽅創⽣担当
⼤⾂(当時)は「景気回復を全国津々浦々まで実感できるようにすること」、安倍晋三⾸相は「(景気回復を実現
した上で)⼈⼝減少を克服する」ことと、2014 年 10 ⽉ 2 ⽇の参議院本会議においてそれぞれ述べていること
が国会会議録で確認できる。このように地⽅における経済成⻑の達成と⼈⼝減少の克服を⽬指して⾏われて
きた「地⽅創⽣」であるが、実はこの「地⽅創⽣」には 2 つの段階が設定されている。 
 「地⽅創⽣」の司令塔とも⾔える内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局(2019)は「地⽅創⽣」の取
り組みについて、「地⽅における安定した労働環境の創出」「地⽅への⼈⼝移動の実現」「希望する育児環境の
実現」「地域間の連携の実現」に尽⼒する 2015 年度から 2019 年度までの第 1 期と、第 1 期を踏まえた上で
未来技術の活⽤や⼈材育成などを⾏い「地⽅創⽣」を次のステージへ発展させる 2020 年度から 2024 年度ま
での第 2 期という 2 段階を設定している(1)。この点から、2019 年という年は第 1 期の「地⽅創⽣」を完遂す
るとともに、第 2 期の「地⽅創⽣」に繋がる重要なポイントであるということが出来る。 
 さて、第 1 期の「地⽅創⽣」における取り組みは、⼈⼝減少問題の克服と経済的な成⻑⼒の確保といった
中⻑期的なビジョンを⽬指して⾏われてきた。そして、そのローカルな「地⽅創⽣」の主体は⽇本全国にお
ける各市区町村であった。では、各市区町村が⼈⼝減少問題を克服し、それぞれが経済的な成⻑⼒を確保す
るためには、具体的には何が必要とされているのだろうか。各市区町村が「地⽅創⽣」を実現するためには、
市区町村レベルにおける⼈⼝減少克服と経済成⻑のメカニズムを理解することが求められている。 
 市区町村単位での⼈⼝増減に関する先⾏研究は、まず「地⽅創⽣」政策の礎となった「増⽥レポート」が
ある。増⽥寛也⽒は「20 歳から 39 歳までの⼥性」に着⽬し、その⼈⼝が全国の 49.8%の市区町村で 2010 年
から 2040 年にかけて半減することを⽰し、多くの⾃治体が成⻑⼒を維持できずに「消滅」する可能性がある
と主張した(⽇本創成会議・⼈⼝減少問題検討分科会, 2014)(2)。また、⽇本全国の市町村における⼈⼝増減の
背景には「労働」「医療」「教育」といった要因があることを導き出した研究例もある(平原幸輝, 2019 a)(3)。 
 ⼀⽅、市区町村単位での経済成⻑に関する先⾏研究はどれほどあるのだろうか。「地⽅創⽣」が⽬指す経済
的な成⻑⼒を確保するということについて、具体的には実質 GDP の成⻑率を維持すると述べられている(内
閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局, 2014)(4)。GDP、すなわち国内総⽣産とは国内で産出された付加
価値総額であるが、この付加価値額を市区町村レベルで検討することが市区町村の経済成⻑に関する研究に
は必要である。しかし、市区町村別の付加価値額を分析に⽤いた研究は、これまで多くは蓄積されていない。 
 本研究では、これまで市区町村別の付加価値額を分析に⽤いた研究があまりなされてこなかった理由を踏
まえて、地域経済活性化のメカニズムを解明し、「地⽅創⽣」を実現するためのロジックを導き出す。  
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第 2 章・研究概要と分析⽅法 
 
 前章で述べたように、市区町村別の付加価値額に関する分析はそれほどされてこなかったが、その理由は
「全市区町村の付加価値額のデータが⼿に⼊りにくい」ということが挙げられる。市区町村における⺠間の
付加価値額のデータを含む『経済センサス』を確認すると、データ内に「X」という⽂字が含まれていること
がわかる。この「X」とは、秘密保護の観点から数値を公表していないケースであり、我々はその市区町村の
データが得られないこととなる。それゆえ、市区町村別の付加価値額に関する分析は停滞してきたのである。 
 官庁統計には多くの市区町村データが⾒られるが、中にはこのようにデータが秘匿されているケースや、
そもそも調査⾃体を⾏っていない⾃治体が存在するため、全市区町村を対象とした分析には限界があった。
しかし、この障害を乗り越える⽅法として、データのない市区町村の数値を推測し、データのある⾃治体は
実測値、データのない⾃治体は推測値によって補完することで、全市区町村のデータを網羅するという分析
⼿法が⽣じてきた。例えば、『住宅・⼟地統計調査』において調査が実施されていない⾃治体のデータを推測
値によって補完し、⾸都圏全域における所得⽔準を導き出した研究などがある(平原幸輝, 2019 b)(5)。 
 本研究でもこの⼿法を⽤いて分析を⾏うが、まずは本研究の構成について述べておこう。本研究は「付加
価値額に関する推定式を導くこと」「推定式を踏まえた地域経済に関する現状を明らかにすること」「全国の
⼈⼝増減と経済成⻑の構造を解明すること」という 3 つの段階から構成されている。 
 第 1 段階では、『経済センサス』に基づき、各市区町村の事業所数と事業従事者数から付加価値額を説明す
るモデルを産業ごとに⽰し、全市区町村の付加価値額を求める推定式を導く。 
 第 2 段階では、『経済センサス』にデータのある市区町村については実測値を、データのない市区町村につ
いては推測値を⽤いて補完することで、全市区町村における経済状況を明らかにする。 
 第 3 段階では、経済成⻑と⼈⼝増減の構造を市区町村単位で明らかにするために、相関分析や重回帰分析、
パス解析などを⾏う。 
 なお、本研究においては、『経済センサス』における市区町村別の付加価値額を従属変数とした分析を⾏う
上で、2012 年と 2016 年の 2 時点のデータを⽤いる。「地⽅創⽣」政策が実施されたのは 2014 年以降のこと
であるため、この 2 時点のデータを分析することは「地⽅創⽣」の効果を評価することにも繋がる。 
 
 
第 3 章・データの概要 
 
 本研究では、以下のデータと指標を⽤いた。なお、因果関係において「結果」となる指標が、「原因」とな
る指標より先⾏していることはあまり考えられないため、それぞれの調査年については特に注意している。 
 

表 1 : 使⽤データの⼀覧 
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第 4 章・地域経済活性化のメカニズム 
 
 第 1 節・付加価値額に関する推定式を導く 
 
 『経済センサス』において、市区町村別の付加価値額のデータは秘密保護の観点から秘匿されているケー
スが多々⾒られる⼀⽅、事業所数や事業従事者数のデータは全ての市区町村について明らかになっている。
そのため、事業者数と事業従事者数の 2 つの独⽴変数から付加価値額という従属変数を説明するモデルを導
き、それを⽤いることによって全市区町村の付加価値額を求めることが可能となる。 
 まずは、本研究における分析の第 1 段階として、事業者数と事業従事者数から付加価値額を説明するモデ
ルを導くべく、事業者数と事業従事者数を独⽴変数、付加価値額を従属変数とした重回帰分析を、産業ごと
に実⾏した。以下はその重回帰分析の結果として偏回帰係数と調整済み決定係数の値を記したものである。 
 

表 2 : 産業別の付加価値額に対する重回帰分析の結果 

 
 
 このような調整済み決定係数の⾼さからもわかるように、付加価値額を説明するモデルとして事業所数や
事業従事者数といった変数が⼗分な説明⼒を有していることが、2012 年および 2016 年データで確認された。 
 そして、このモデルを⽤いることで、各年度の産業別の付加価値額を全市区町村について推測することが
可能となり、本研究における第 1 段階の⽬標である「付加価値額に関する推定式を導くこと」は達成された
ということができる。  
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 第 2 節・地域経済に関する現状を明らかにする 
 
 第 1 段階で導き出された推定式を⽤いて、『経済センサス』において秘匿されている付加価値額データを推
測値で補完することが可能となったわけであるが、その⽅法について説明しておこう。 
 2012 年の『経済センサス』において、市区町村別の付加価値額を全産業で合計した値は記されていない。
そのため、各市区町村の付加価値総額は産業別の付加価値額を合計することによって算出することとなる。
それゆえ、データに 1 つでも「X」として秘匿されているケースがある場合は、合計値を得ることすらできな
かった。本稿では、データの公開されているものについては実測値を、秘匿されているケースについては推
測値を⽤いることで、全市区町村における産業別の付加価値額データを網羅することが可能となった。 
 ⼀⽅、2016 年の『経済センサス』には、市区町村別の付加価値額を全産業で合計した値が記されており、
推定式が必要となる場⾯はさほど多くない。しかし、福島県の⼤熊町と葛尾村という 2 つの⾃治体について
は全産業の付加価値額データが公開されていないため、秘匿されている産業の付加価値額を推測し、実測値
と推測値を合算することで全産業の付加価値額を求め、全市区町村の付加価値額データを得ることができた。 
 上記の⼿順によって、2012 年および 2016 年における全市区町村の付加価値額のデータが得られた。ここ
では、付加価値額に関するデータを地図に描くことによって、地域経済に関する現状を明らかにしよう。 
 以下は、各地域における経済活動の⽣産量を⽰す「付加価値総額」、経済的⽣産性を⽰す「従事者⼈⼝あた
りの付加価値額」という 2 つの指標を⽇本地図に表したものである。なお、2012 年と 2016 年という 2 時点
の全データにおける⼗分位数を⽤いて、数値が⾼い(すなわち経済活動が活発で、⽣産性が⾼い)ほど⾚く、
数値が低い(すなわち経済活動が停滞しており、⽣産性が低い)ほど⻘くなるように⾊分けをしている。 
 

 
図 1 : ⽇本における地域経済の現状 

 
 地域における経済的⽣産量を表す「付加価値総額」を⽰した地図を確認すると、経済活動が活発な⾃治体
は⼤都市圏に集中しつつも、太平洋ベルトを中⼼に全国各地に分散していると⾔える。この「付加価値総額」
の空間的分布の変化については、⼀⾒すると 2012 年から 2016 年に⾄るまで⼤きく変容したとは認識できな
いが、各市区町村の数値を確認すると、実は 83.4%の市区町村において「付加価値総額」が増加している。
このように、「地⽅創⽣」が政策として実⾏された前と後とでは、多くの市区町村において「付加価値総額」
が上昇しており、この多くの地⽅⾃治体が経済成⻑を達成してきたという点は特筆すべきであろう。 
 地域の経済的⽣産性を表す「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」を⽰した地図を確認すると、経済的⽣産性
の⾼い⾃治体は⼤都市圏に多く⾒られ、太平洋側に集中している傾向がある。この「従事者⼈⼝あたりの付
加価値額」の空間的分布を⾒ると、2012 年から 2016 年にかけて、北海道や東北地⽅、中国地⽅や九州地⽅
などの多くの⾃治体で⽣産性が上昇したことがわかる。数値としては、全国における 78.1%の市区町村で「従
事者⼈⼝あたりの付加価値額」は上昇しており、多くの⾃治体で⽣産性の向上が実現してきたのである。 
 「地⽅創⽣」政策は地⽅⾃治体にどれほどの経済的な効果をもたらしてきたのだろうか。「地⽅創⽣」実施
前の 2012 年と、実施後の 2016 年を⽐較することで、第 1 期の「地⽅創⽣」政策の効果をある程度評価する
ことができ、本分析では「付加価値総額」と「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」から地域の経済状況の理解
を試みてきた。その結果、8 割強の⾃治体で「付加価値総額」が、8 割弱の⾃治体で「従事者⼈⼝あたりの付
加価値額」が上昇しており、4 年間で実に多くの市区町村が経済成⻑と⽣産性向上を達成してきたというこ
とができ、ここから地域経済の活性化は「地⽅創⽣」に伴い実現されてきたと評価することもできる。 
 以上のように、推定式を⽤いて全市区町村の付加価値額に関するデータを網羅したことで、「地域経済に関
する現状を明らかにする」という本研究における第 2 段階の⽬標は達成されたと⾔える。  
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 第 3 節・経済成⻑と⼈⼝増減の構造を市区町村単位で明らかにする 
 
 市区町村における経済活動の状況を表す指標が、先述の通り、全⾃治体について網羅できたわけであるが、
この指標を⽤いながら、市区町村における経済活動と⼈⼝増減の構造を統計的分析によって明らかにしよう。 
 本研究では、「経済」に関する「付加価値総額」と「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」という 2 つの従属変
数を、「労働」に関する「労働⼒⼈⼝⽐率」、「医療」に関する「⼈⼝あたりの医師数」、「福祉」に関する「⾼
齢者施設定員⽐率」、「保育」に関する「保育施設利⽤者⽐率」、「教育」に関する「三年間の⼤学進学率」と
いった社会環境に関する 5 つの独⽴変数で説明する上で、従属変数と独⽴変数を媒介する変数として「⼈⼝」
に関連する「⾃然増減率」「社会増減率」「⼈⼝増減率」の 3 つの指標を設定したモデルを想定している。 
 まずは、各変数間での相関分析を⾏なった。以下はその結果として相関係数の値を記したものである。 
 

表 3 : 市区町村レベルの「経済」「⼈⼝」に関する相関分析の結果 
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 これらの独⽴変数は複雑に関連しているためその構造を明らかにすべく、強制投⼊法による重回帰分析を
⾏う。以下は、重回帰分析の結果として各独⽴変数の標準化偏回帰係数の値などを記したものである。なお、
「⼈⼝」については「⼈⼝増減」単独のものと、「⾃然増減」「社会増減」に分離した 2 段階を設定している。 
 

表 4 : 市区町村レベルの「経済」「⼈⼝」に関する重回帰分析の結果 
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 表 4 で⽰されたように、本稿では市区町村における「経済」と「⼈⼝」に関する重回帰分析を⾏なったわ
けであるが、この結果をパス図として記すことで、その構造や関係性を視覚的に理解することができる。 
 以下は、⽇本全国の市区町村における「経済」と「⼈⼝」の構造をパス図として記したものである。この
パス図では、重回帰分析において独⽴変数の標準化偏回帰係数が「正」の値となり、且つ「5%⽔準で有意」
となったという 2 つの条件を満たしたものについてのみ、パスとして線を引いた。また、「経済」という従属
変数と社会環境に関する各独⽴変数を媒介する「⼈⼝」関連指標については、「⼈⼝増減」を設定したケース
と、「⼈⼝増減」を「⾃然増減」と「社会増減」に分離して設定したケースを、それぞれ描いている。 
 

 
図 2 : 市区町村レベルの「経済」と「⼈⼝」の構造 
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 まずは、「⼈⼝増減」を媒介としながら「付加価値総額」が導かれる構造を描いた《A》のパス図を確認し
よう。2012 年データでも 2016 年データでも構造⾃体に⼤きな変容は⾒られず、「労働」「医療」「教育」環境
の充実が「⼈⼝増減」にプラスの影響を及ぼし、その「⼈⼝増減」が経済活動の⽣産量である「付加価値総
額」に影響を与えるという構造が共通してみられる。また、「付加価値総額」に対する「医療」の直接効果が
残存している点も共通してみられる。なお、標準化偏回帰係数の変化を確認すると、2012 年から 2016 年に
かけて、「付加価値総額」に対する「医療」の影響度合いは低下したのに対して、「付加価値総額」に対する
「⼈⼝増減」の影響度合いは強まっていることもわかる。 
 次に、「⼈⼝増減」を媒介としながら「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」が導かれる構造を描いた《B》の
パス図を確認しよう。こちらも《A》のパス図と同様に、2012 年データから 2016 年データにかけて、構造⾃
体には⼤きな変容は⾒られない。「労働」「医療」「教育」といった社会環境の充実が「⼈⼝増減」にプラスの
影響を及ぼした上で、この「⼈⼝増減」が経済活動の⽣産性を表す「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」に影
響を与え、「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」に対する「労働」「医療」「教育」の直接効果も残存している。
また、標準化偏回帰係数の値を確認すると、経済的⽣産性を⽰す「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」に対す
る重回帰分析において、最も強い正の影響⼒を持っているのは「⼈⼝増減」であり、その値が 2012 年から
2016 年にかけて上昇していることからも、経済的⽣産性に対する「⼈⼝増減」の重要性が明らかになった。 
 以上のように、市区町村レベルでの経済活動の⽣産量や⽣産性に対して、「⼈⼝増減」というものは強い正
の影響⼒を有していることが確認され、その重要性が証明された。その上で、この「⼈⼝増減」を、出⽣と
死亡に関する「⾃然増減率」と、転⼊と転出に関わる「社会増減率」に分離して考えてみることで、より具
体的に市区町村レベルでの「経済」と「⼈⼝」の関係性を解明していこう。 
 まずは、「⾃然増減」と「社会増減」を媒介としながら「付加価値総額」が導かれる構造を描いた《C》の
パス図を確認しよう。2012 年データと 2016 年データでは、その構造に多少の違いが⾒られるため、それぞ
れについて確認していこう。2012 年データでは、「労働」「医療」「福祉」「教育」といった社会環境の充実が
「社会増減」に正の影響を与え、この「社会増減」が「付加価値総額」に影響を与えるという構造であり、
「⾃然増減」は「付加価値総額」に対する影響⼒を有していなかった。⼀⽅、2016 年データでは、「労働」
「医療」「教育」の充実が「⾃然増減」に、「医療」「福祉」「教育」の充実が「社会増減」に正の影響を与え、
この「⾃然増減」と「社会増減」が「付加価値総額」に対して正の影響を与えるという構造が⽣じてきた 
 次に、「⾃然増減」と「社会増減」を媒介としながら「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」が導かれる構造を
描いた《D》のパス図を確認しよう。こちらも《C》のパス図と同様に、2012 年データと 2016 年データでは、
その構造に多少の違いが⾒られるため、それぞれについて確認していく。2012 年データでは、「労働」「医療」
「教育」といった社会環境の充実が「⾃然増減」にプラスの影響を与え、この「⾃然増減」が「従事者⼈⼝
あたりの付加価値額」に影響を与えているという構造であり、「付加価値総額」に対しては影響⼒を持ってい
た「社会増減」は、「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」に対してはそれほど⼤きな影響⼒を有していなかった。
⼀⽅で、2016 年になると、その構造は変化し、「労働」「医療」「教育」の充実が「⾃然増減」に、「医療」「福
祉」「教育」の充実が「社会増減」に、それぞれ正の影響を与えており、この「⾃然増減」と「社会増減」の
両者が「従事者⼈⼝あたりの付加価値額」に対して正の影響を与えているという構造が⽣じてきたのである。 
 つまり、2012 年データにおいて、市区町村における経済活動の⽣産量に対しては「社会増減」が、経済活
動の⽣産性については「⾃然増減」が、それぞれ重要であった。しかし、2016 年になると、経済活動の⽣産
量および⽣産性に対して、「⾃然増減」と「社会増減」の両者が影響を与えるようになった。また、全ケース
において、「経済」に対して「医療」という社会環境が直接効果を持っている点は、特筆すべき事実である。 
 以上のように、相関分析や重回帰分析、パス解析によって、「経済成⻑と⼈⼝増減の構造を市区町村単位で
明らかにする」という本研究における第 3 段階の⽬標は達成された。 
 
 
第 5 章・地⽅創⽣実現のロジック 
 
 前章までに、市区町村を単位とした統計的分析を⾏い、その結果をまとめてきたが、ここからはその結果
に対する解釈を加えながら、今後の「地⽅創⽣」政策におけるポイントについて述べていく。 
 本稿では、各市区町村の事業所数と事業従事者数から付加価値総額を推定するモデルを作成し、この推定
式に基づき⽇本全国の付加価値額に関するデータを網羅することが可能となった。このデータを、2012 年と
2016 年で⽐較すると、約 8 割の⾃治体において経済活動の⽣産量と⽣産性が向上していることが⽰された。 
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 また、この⽇本全国の付加価値額に関するデータを⽤いて、経済と⼈⼝の構造を解明する分析も⾏った。
本稿における分析では「保育」環境の充実が「⼈⼝増減」に対する正の影響を有していることは確認されな
かったが、「労働」「医療」「福祉」「教育」といった社会環境の充実が、⾃然増加や社会増加、そして⼈⼝増
加に繋がり、市区町村単位の経済活動の⽣産量と⽣産性の向上に繋がることは統計的に明⽩となった。そし
て、「⾃然増減」と「社会増減」の両者が、経済活動の⽣産量と⽣産性の向上に寄与しているとわかった。 
 このように、地⽅⾃治体における経済的な⽣産活動には「⼈⼝増減」が強く影響を与えている。この点を
踏まえると、地域経済の活性化は、各⾃治体における⼈⼝減少の克服、そして⼈⼝増加を達成した上で、実
現するものであると⾔える。つまり、「地⽅創⽣」として地域の活性化を達成するためには、⼤前提として「⼈
⼝減少問題の解消」が求められており、⼈⼝減少問題を解消することによって地域経済のさらなる活性化が
可能となるというロジックが成⽴している。そして、「地⽅創⽣」政策の主体である各⾃治体は、経済の活性
化を最優先で考えるのではなく、「⼈⼝減少問題の解消」に全⼒で取り組むことが、将来的な経済の活性化の
ムーブメントに繋がり、「地⽅創⽣」が実現・達成されるのだということを、深く認識する必要がある。 
 では、「⼈⼝減少問題の解消」には何が必要なのか。⼈⼝増減は⾃然・社会増減から構成され、その背景に
は「労働」「医療」「福祉」「教育」といった社会環境が要因として存在する。つまり、退職年齢引き上げによ
る⾼齢労働⼈材の確保や離職の減少による「労働」環境の充実、病院や診療所の増設や地域社会における医
療サービスの拡充による「医療」環境の充実、⾼齢者向け施設の増設や⺠間企業の積極的な介護への参⼊に
よる「福祉」環境の充実、教育レベルの向上や⼤学による積極的な学⽣の受け⼊れによる「教育」環境の充
実といった、社会環境の充実が⾃然・社会増加を引き起こし、⼈⼝減少問題の解消に繋がるのである。特に、
「医療」は⼈⼝増減にも経済成⻑にも極めて強く影響しており、その充実が多くの⾃治体で求められている。 
 以上のように、本研究によって、地域経済の活性化は「⼈⼝増減」とその背景にある社会環境要因に強く
影響を受けているというメカニズムが明らかとなり、「労働」「医療」「福祉」「教育」といった社会環境の充
実を進めることで⾃然増加と社会増加が達成され、それに伴い達成される⼈⼝増加が地域経済の活性化を引
き起こし、「地⽅創⽣」は実現に⾄るというロジックが導き出されたのである。 
 
 
終章・おわりに 
 
 本研究では 2 時点のデータを⽤いて市区町村の経済と⼈⼝に関する分析を⾏ったが、その独⾃性は⼤きく
2 つある。それは、第⼀に「推定値によって実測値のないデータを補完した」点、第⼆に「地⽅創⽣の構造を
経済⽣産と⼈⼝増減の観点から明確に⽰した」点である。データサイエンスの時代において、推定値による
データの補完という⽅法は⾮常に有効である。また、その結果と、社会環境に関連するデータを多く内包す
る「教育⽤標準データセット」を融合させることで、従来は導き出せなかったロジックが明確に⽰された。 
 なお、本分析では「教育⽤標準データセット」に政令指定都市の⾏政区データを各官庁統計より追加した。 
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